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日本の科学技術外交[※1]の先行事例として、
 総合科学技術会議（ＣＳＴＰ（現CSTI））[※2]

の政策方針のもとにスタート（2008年～）

外交手段としての
科学技術

我が国の科学技術を発展
させる手段としての外交

[※1] 科学技術外交：「外交と科学技術を相互に連携させる」という日本の外交政策・施策。
(2007年にCSTPが「科学技術外交の強化に向けて」において提唱)

[※2] CSTP： 内閣府に設置される「重要政策に関する会議」内閣総理大臣（議長）
及び国務大臣と有識者の議場として、日本全体の科学技術を俯瞰し、各省より一段高い
立場から総合的・基本的な科学技術政策の企画立案及び総合調整を行う。

SATREPSとは

～我が国の優れた科学技術とＯＤＡの連携による

地球規模の課題解決に向けた国際共同研究～ 

連携の高度化・相乗効果
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SATREPSの目的

SATREPSでは、社会実装の構想が必要

※キャパシティ・ディベロップメント：

国際共同研究を通じた開発途上国の自立的研究開発能力の向上と課題解決に資する

持続的活動体制の構築、また、地球の未来を担う日本と開発途上国の人材育成と

ネットワークの形成
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SATREPSの実施体制
JSTとJICAが連携し、地球規模課題の解決に向けて開発途上国との国際共同研究を推進

外部支援機関

研究代表機関

JST

研究代表機関

JICA

国内研究費等支援
管理・評価

現地研究費等支援
（研究代表機関執行分※）

管理・評価

共同研究機関
相手国省庁等

機材供与/
在外研究員派遣

研究員受入

国際共同研究

共同研究機関

連携

相手国側 日本側

JST経費による支援

JICA経費による支援

※ODA経費のうち、長期在外研究員の渡航費用や業務調整員派遣費などの一部費用はJICAから直接執行されます。
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SATREPSの分野・期間・規模
◼研究分野・領域
環境・エネルギー分野※1 （環境領域／カーボンニュートラル領域※2）
生物資源分野 防災分野 感染症分野※3

※1：環境・エネルギー分野は、研究領域ごとではなく、分野として受付を行います。
受付後、原則として提案者の希望に基づいて環境/カーボンニュートラルへ振り分けを行いますが、
内容によっては、提案者の希望とは異なる研究領域にて審査を行う場合があります。詳しくは後述。

※2：令和4年度公募より「低炭素社会」から変更しました。  
※3：平成27年度より日本医療研究開発機構（AMED）へ移管しました。

◼国際共同研究期間 3～5年

◼対象となる国（共同研究相手国）
 ODAの技術協力の対象となっている開発途上国等

◼プロジェクトの規模
 １課題あたり １億円程度/年
 JST：3,500万円程度/年、
 JICA：上限3億円/5年間、上限2.4億円/4年間、上限1.8億円/3年間
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研究期間の考え方

※1 今後の相手国関係機関との実務協議の内容や相手国情勢などによっては、新規採択研究課題の中止も含め
内容が変更となるなどの可能性もあるため、公募選考終了時点の採択を「条件付」での採択としています。R/D
およびCRAが令和10年2月末までに締結されて初めて、正式に共同研究が開始できます。

※2 R/D署名及びCRAが締結され正式に共同研究を開始するまでの期間、JSTと暫定期間における委託研究契
約を締結することにより、国際共同研究の準備のための費用に限って、提案時の予算額以内でJST委託研究費
を執行することができます（研究代表者所属機関のみへの委託となります）。

※3 JSTからの委託研究費は上図で示す期間において執行可能ですが、条件付採択時に定められたJST委託研
究費総額の範囲内で対応する必要があります。なお、JST委託研究費総額および年度別の研究費は、詳細計
画策定調査、研究の進捗状況、中間評価結果、JSTの財政状況等によって増額または減額変更となる可能性
があります。

JSTの支援期間：暫定期間(1年間)+委託研究契約期間(5年間)

詳細計画
策定調査

暫定期間※2

JICAの契約期間：R/Dに定められたプロジェクト開始日から5年間

令和9年度 令和10年度令和11年度 令和12年度令和13年度令和14年度

ODA支援期間 “国際共同研究期間” 

委託研究契約期間※3

R/D・CRA署名

条件付採択※1

JSTの
枠組み

中間評価 終了時評価

JICAの
枠組み

※JICAの契約期間の開始日はプロジェクトにより異なります

（令和15年度）
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条件付採択後、国際共同研究を実施するにあたって、

下記２つの文書が署名されることが必要となります。

条件付採択の年度末 （令和10年2月末）までにR/D及びＣＲＡの署名がされて
おらず、近日中に署名される見込みもない場合、研究中止となります。
ただし、現地情勢や天災等、研究者の責任でない理由による場合は除きます。

【参考】国際共同研究実施に向けての準備

討議議事録
 (R/D: Record of Discussions)

ＪＩＣＡと相手国代表機関等が締結

（機材投入、人材育成支援など技術協力
プロジェクトの実施内容合意のため）

共同研究合意文書
(CRA: Collaborative   

Research Agreement）

研究代表者の所属機関と、
相手国研究機関が締結

（成果公表・特許など
共同研究に関わる合意のため）
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研究経費の考え方

*1 第三国の研究機関との共同研究は対象外です。
*2 相手国においてJICAが負担できない経費のうちJST委託研究費で負担可能なものに限ります。
*3 相手国内での活動費には、日本側の研究者が国際共同研究を現地で実施する上で必要な設 
    備・備品・消耗品費を含みます。（JICAの経費は相手国の自立発展性を重視するODA技術
    協力プロジェクトによる支援であるため、相手国側の自助努力が求められます。したがって、  
    相手国側の人件費、相手国における事務所借上費、相手国側が使用する消耗品、供与機材
    の運用や維持管理の経費、相手国側研究者の相手国内旅費、会議日当等は、原則として相
    手国側負担となります）
*4 相手国側研究チームに含まれない外部専門家等の渡航に限ります。
*5 学生、外部専門家等、JICA専門家として相手国へ派遣することのできない場合に限ります。

経費 JST JICA
日本国内での研究費 ●

相手国以外での研究費
（第三国出張費、現地諸経費等）

●*1

相手国内での活動費 ▲*2 ●*3

相手国からの渡航旅費 ▲*4 ●
日本と相手国間の旅費 ▲*5 ●
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採択課題国分布 ※平成２７年度以降ＡＭＥＤで採択された感染症分野の研究課題は含みません。

地域 採択国数 採択課題数

アジア 14 カ国 111 課題
アフリカ 21 カ国 49 課題

中南米・その他 25 カ国 43 課題

60ヵ国 203課題
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応募数と採択倍率（環境分野、生物資源分野、防災分野）
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【参考】令和8年度の採択状況

詳細はプレスリリース（下記URL）をご参照ください。

https://www.jst.go.jp/pr/info/info1842/index.html

研究分野 環境・エネルギー分野 生物資源分野 防災分野

研究領域 環境領域
カーボンニュートラ

ル領域
生物資源領域 防災領域

応募件数 25 19 28 18

振り分け後の
件数 24 20

採択件数 3 3 2 2

地域 アジア アフリカ 中南米 その他

採択件数 5 4 1 0

応募件数 54 18 9 9

＜研究分野別・地域別 採択研究課題数＞
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持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に貢献します！

平成27年9月に開催された「国連持続可能な開発サミット」において、人間、地球および

繁栄のためのより包括的で新たな世界共通の行動目標として「持続可能な開発目標（

SDGs）」を中核とする成果文書「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための2030

アジェンダ」が全会一致で採択されました。JSTは、SDGsの達成には科学技術イノベー

ションが必要不可欠であることを踏まえ、事業の運営を通じて、これに積極的に貢献して

参ります。

国立研究開発法人科学技術振興機構

理事長  
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分野／研究領域※1

環境・エネルギー分野
研究領域① 「地球規模の環境課題の解決に資する研究」
 （気候危機の回避、気候変動によって現在および将来予測される影響への適応策、生物多様性 ・生態系サービスの保全、自然資源の持続
可能な利用、環境汚染対策、バイオマス由来材料、サーキュラーエコノミーなどのSDGsに貢献する研究）

環境・エネルギー分野
研究領域② 「カーボンニュートラルの実現に向けた資源・エネルギーの持続可能な利用に資する研究」 
 （温室効果ガスの排出を抑制する対策、再生可能エネルギー、省エネルギー、分散型エネルギーシステム、スマートソサイエティなど資源・
エネルギーに関わるSDGsに貢献する研究)

生物資源分野
研究領域③ 「生物資源の持続可能な生産と利用に資する研究」
 （生物多様性に基づく持続可能な農林水産業、食料安全保障を支える安定的 生産・供給、資源管理と国際枠組を支える社会基盤、健康と
持続可能性に貢 献する新食資源・技術など、SDGs に貢献する研究） 

防災分野
研究領域④ 「持続可能な社会を支える防災・減災に資する研究」
 （災害メカニズム解明、国土強靭化・社会インフラ強化・適切な土地利用計画などの事前の対策、災害発生から復旧・復興まで、気候変動に
起因する災害への適応策 など、仙台防災枠組及びSDGsに貢献する研究）

JSTの公募分野・研究領域

※1 感染症分野については、日本医療研究開発機構（AMED）が公募を行っています。

※2 暫定期間とは、R/D及びCRAが署名されて正式に共同研究を開始するまでの期間のことです。 15
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公募・選考スケジュール

公募開始 令和8年8月18日（火）

ODA要請書
外務本省到着締切

令和8年10月13日（火）中【厳守】

JSTへ申請受付締切 令和8年10月19日（月）正午（日本時間）【厳守】

書類選考期間 令和8年11月上旬～令和9年1月

面接選考期間（対面＠東京） 令和9年2月中旬～2月下旬

条件付採択課題の決定・通知 令和9年4月中旬（予算成立）以降

暫定期間開始 令和9年5～6月頃

R/D及びCRA締結締切 令和10年2月末

国際共同研究開始 R/D及びCRA締結後
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選考の観点(1/5)

・開発途上国のニーズを基に、

・地球規模課題*1を対象とし、

・社会実装*2の構想を有する国際共同研究を推進

・新たな知見や技術を獲得し、イノベーションを創出

・開発途上国の自立的研究開発能力の向上

・課題解決に資する持続的活動体制の構築

・基礎研究や応用研究にとどまらず、

・相手国の課題・ニーズに応える社会実装の構想を進め、

・日本と相手国の外交関係強化に寄与し、

・日本の国益にも資すること

～公募要領 プログラムの趣旨より～

*1）１国や１地域だけで解決することが
困難であり、国際社会が共同で取り
組むことが求められている課題。

*2）具体的な研究成果の社会還元。研
究で得られた新たな知見や技術が、
将来製品化され市場に普及する、
あるいは行政サービスに反映され
ることにより社会や経済に便益をも
たらすこと。 
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選考の観点(2/5)

■科学技術的価値

地球規模課題解決のための新たな技術の開発及び科学技術水準の向上につながる新

たな知見の獲得に資する研究課題であること。

■日本のメリット
日本国内の研究だけでは達成できないような科学技術の発展、社会や産業界への貢献、

日本の若手研究者の育成が見込まれること。また、相手国及び世界で、日本の科学技
術のプレゼンス向上が見込まれること。
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選考の観点(3/5)

■両国の実施体制

相手国側研究者との間で具体的な共同研究計画を有していること。また、日本側及び相手

国での研究の代表者が明確で、日本側及び相手国側において研究を実施できる組織的な

体制が整っており、それぞれの役割分担が明確で互いに十分な支援と協力を行う意思を

有していること。日本側研究者は、研究期間中に必要な頻度及び期間で相手国において滞

在、研究ができること。相手国側研究機関が他のプロジェクトに過剰な労力を取られず、実

施体制が確保できること。また、日本側の協力終了後も相手国側で供与機材を維持管理し

て研究を持続できる見込みがあること。
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選考の観点(4/5)

■研究計画の妥当性
国際共同研究を推進する上で、研究のコストパフォーマンスも考慮された適切な研究計

画（資金計画も含む） であること。また、プロジェクト期間内に実施可能な内容であること。

■研究代表者の資質

研究代表者がJICAの技術協力プロジェクトにおける研究チームの総括責任者としても相

手国側研究者とともに国際共同研究を推進する強い意志と熱意を持っており、かつ信頼

に基づく強いリーダーシップを発揮できること。
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選考の観点(5/5)

■社会実装の計画と実現可能性
想定される研究成果の社会への組み込み計画（推進の主体・体制、相手国側の活動、

研究期間終了後の他地域や市場への普及を目指した構想など）があること。また、その

計画を推進するために研究期間中に実施する活動内容が明確かつ適切であり、相手国

側関係者の理解及び適当な相手国側機関の参画が得られていること。

→社会実装の目標レベルについては、次ページにて補足します

■ ODA方針への合致、ODA事業としての適性

日本の開発協力大綱、国別開発協力方針に合致し、相手国政府での優先度／ニーズが

高いこと。また、相手国側に対する人材育成及び組織能力向上が図られていること。さら

に、活動地域の安全・治安上の問題が無いこと。
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社会実装の計画と実現可能性について １．事業の目標レベル

TRL: Technology Readiness Level
SRL: Societal Readiness Level

※下図は簡易的なイメージ。実態は市場／行政／コミュニ
ティとの関わりの中で、各取り組みを複線的に進める。
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社会実装の計画と実現可能性について ２．既存プロジェクトでの取り組み例
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社会実装の計画と実現可能性について （参考）SATREPSにおけるTRLとSRLに関して

【注意】TRLやSRLのレベルにおける定義は様々有り、ここではJRC Technical Reports “Drawing funding and financing scenario for effective implementation 
of Smart Specialisation Strategies”に記載のHorizon 2020での定義や、Innovation Fund Denmarkによる“Societal Readiness Levels (SRL)”に記載の
定義を意訳し、SATREPSでの定義へ応用している。
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重点推進型SATREPS課題について
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■重点推進型とは
自由で開かれた国際秩序の構築を目指す我が国にとって、SATREPS は外交政策の推

進に資する重要な施策の一つであり、科学技術・イノベーション基本計画等を踏まえたも

のです。（中略）外交政策上重要な対象地域などをあらかじめ示し、研究提案の募集・採

択をする「重点推進型SATREPS課題」を設けています。

■ 対象地域

① アフリカ地域

② 中南米地域

③ 太平洋島嶼国

対象地域設定の背景は「2.1 公募の対象となる分野・領域等」をご確認ください。

「様式１ 提案書」 の１ページ目にある「重点推進
型 SATREPS 課題に該当する」のチェックボックス

にチェックを入れてください。
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課題形成調査とは・・・

採択されなかった提案課題のうち、未採択あるいは採択の少ない国の提案課題
や優れた研究テーマの提案課題などであって、一定の予備調査等を行うことに
より次年度以降の課題提案に顕著な向上が期待されると推進委員会により選定
された課題を対象とし、現地調査を含む予備調査等の実施に係る経費を支援す
るものです。

選定にあたっては、以下の点が重視されます。
➢ 研究代表者が若手研究者であること
➢ 共同研究相手国の適切な地域バランスに資すること
➢ 重点推進型SATREPSに該当すること

実施には次年度又は次々年度にSATREPSへ再応募することを条件とします。
※再応募時は他の研究提案と同様に選考を行います。優先的な取扱いはありません。

課題形成調査として採択された際に、その他の条件を含めてご案内・打診させて
頂きます。
※提案書様式9にて提案時の実施意向をおうかがいします。こちらは評価の観点ではございません。
既に課題形成調査の実施意向がない場合、「いいえ」としてください。

課題形成調査について



技術協力プロジェクトとして重視されるポイント

1. 先方政府のニーズとの整合性

2. 日本の開発協力大綱及び国別開発協力方針等との整合性

3. キャパシティディベロップメント

4. 社会実装

5. 相手国側研究機関の準備状況

※ 詳細は公募要領の第4章「ODAによる技術協力の概要」及びJICAからの説明資料を

参照ください。
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JSTの研究提案書類の様式一覧 

様式１ 提案書

様式２ 研究課題構想

様式３ 日本側研究実施体制

様式４ 他制度での助成等の有無

様式５ 相手国研究機関実施体制

様式６ 研究費計画

様式７ 機関長からの承諾書

様式８ 企業等の構想

様式９ 提案に当たっての調整状況の確認

提案書の様式１～9は、１つのファイルにまとめてe-Radにアップロードしてください。
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令和9年度の主な変更点（抜粋）

• 「重点推進型」の対象地域・研究テーマ・背景を変更しました。

制度に関すること

（公募要領 p.23-.24）

今年度 令和9年度については以下の3つの地域のうちいずれかの場合に、
今回公募を行う「重点推進型SATREPS課題」について提案すること
ができます。
① アフリカ地域
② 中南米地域
③ 太平洋島嶼国

前年度 ① アフリカ地域及び中南米地域において、気候変動や環境に係る
課題への貢献が見込まれるもの。
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• 環境領域の研究概要を下線部のとおり変更しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p.25）

研究分野・領域について

今年度 これらの課題の解決には、自然科学と人文・社会科学の知を融合させた
総合知の構築によって、環境負荷が小さくかつ持続可能な経済・社会シ
ステムを構築し、人々への教育・啓発・利害調整・紛争解決・合意形成に
取り組む視点も必要です。これらの科学研究や取組から得られた知見と
経験を継続的に発展させ、世界に向けて広く発信していくことが重要です。

前年度 これらの課題の解決には、自然科学と人文・社会科学の知を融合させた
総合知の構築によって、環境負荷が小さくかつ持続可能な経済・社会シ
ステムを構築し、人々への教育・啓発に取り組み、これらの科学研究や
取組から得られた知見と経験を継続的に発展させ、世界に向けて広く発
信していくことが重要です。
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• 環境領域の研究課題の例を下線部のとおり変更しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p.25）

研究分野・領域について

今年度 ・水資源の賦存量の把握や将来予測、安全で持続可能な水資源の管
理・利活用・処理に関する研究

前年度 ・水資源の賦存量の把握や将来予測、安全で持続可能な水資源の管
理・利活用・処理に関する研究（関連する事業の能力強化・サービス向
上に資する提案、または水資源を巡る利害調整や合意形成のあり方に
関する研究も含む）

32

※各種の環境課題に関する利害調整、紛争解決、合意形成のあり方に関する
研究は水資源に限らないため



• カーボンニュートラル領域の研究課題の例を下線部のとおり変更しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p. 27）

研究分野・領域について

今年度 ・カーボンリサイクル・グリーン水素・ブルー水素・アンモニア・メタン等の
生成・利用・サプライチェーン構築を促進する研究 
・空調、給湯、照明や生産プロセス等の省エネルギー化に関する研究 

・デジタル技術を活用したスマートシティ、スマートコミュニティ、スマート
グリッド、スマート農業、交通輸送網、次世代インフラ等、持続可能な資
源循環型社会に関する研究 

前年度 ・カーボンリサイクル・グリーン水素・ブルー水素・アンモニア・メタン等の
生成・利用を促進する研究
・生産プロセス等の省エネルギー化に関する研究

・デジタル技術を活用したスマートシティ、スマートコミュニティ、スマート
農業、交通輸送網、次世代インフラ等、持続可能な資源循環型社会に関
する研究
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• 生物資源領域の研究概要を下線部のとおり変更しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p.22,27）

研究分野・領域について

今年度 （生物多様性に基づく持続可能な農林水産業、食料安全保障を支える安
定的生産・供給、資源管理と国際枠組を支える社会基盤、健康と持続
可能性に貢献する新食資源・技術など、SDGsに貢献する研究）

前年度 （食料安全保障、健康的な食生活、持続可能な農林水産業などSDGsに

貢献する研究）
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• 生物資源領域の研究課題の例を下線部のとおり変更しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p. 28）

研究分野・領域について

今年度 ・生物資源の持続的生産及び利用に資する研究（植物・動物・微生物等の資
源管理、育種、栽培/繁殖/培養技術、生産・流通システム等）

・生物資源のおかれている環境の整備に関する研究（農作物・家畜等の被
害防除、生態系を活用した生産環境の整備等）

・継続的な栄養改善に資する、持続的な生産が可能な新たな食資源（代替
たんぱく質食品、細胞性食品等）の生産及び利用、生物利用の環境に関す
る研究

前年度 ・生物資源の持続的生産及び利用に資する研究（植物・動物・海洋生物・微
生物等の資源管理、育種、栽培/繁殖/培養技術、生産・流通システム等）

・生物資源のおかれている環境の整備に関する研究（農作物・家畜等の被
害防除、グリーンインフラの創出・改善等）

・新たな食資源（代替たんぱく質食品、細胞性食品等）の生産及び利用、生
物利用の環境に関する研究
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• 防災領域の研究課題の例を下線部の通り変更しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p.30）

研究分野・領域について

今年度 ・災害情報の迅速な収集・分析及び効果的な活用を通した、地域や都市の防災・
減災に資する研究（災害監視衛星、リモートセンシング、UAV、GIS、GNSS、ICT、
IoT、ビッグデータ、AI等のデジタル技術を活用した情報の収集・分析・共有・発信
及び意思決定支援技術の開発を含む)

前年度 ・災害情報の迅速な収集及び効果的な活用を通した、地域や都市の防災・減災
に資する研究（災害監視衛星、リモートセンシング、UAV、GIS、GNSS、ICT、IoT、
ビッグデータ、AI などデジタル技術の利用技術開発を含む)
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• 課題形成調査について追記しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p.35-36）選考に関すること

今年度 ※課題形成調査について 
・採択されなかった提案課題のうち、未採択あるいは採択の少ない国の提案課題や
優れた研究テーマの提案課題などであって、一定の予備調査等を行うことにより次
年度以降の課題提案に顕著な向上が期待されると推進委員会により選定された課
題を対象とし、現地調査を含む予備調査等の実施に係る経費を支援するものです。
・選定にあたっては研究代表者が若手研究者であることや、共同研究相手国の適
切な地域バランス（採択課題が同一の国や地域に過度に集中しないこと等）に資す
ること、重点推進型SATREPSに該当することを重視します。 
・課題形成調査の実施にあたっては次年度又は次々年度にSATREPSへ再応募す
ることを条件としますが、その際には他の研究提案と同様に選考を行い、優先的な
取扱いはありません。 
・課題形成調査に直接応募することはできません。 
・課題形成調査については、実施者名等を採択課題同様にホームページ等におい
て公開します。また、研究倫理教育に関するプログラムを受講・修了していただきま
す（ただし、所属機関やJSTの事業等において、既にeAPRINの指定単元等、指定の
プログラムまたは教材を修了している場合を除きます）。詳細は、「5.1 研究倫理教
育に関するプログラムの受講・修了について」をご参照ください。
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• 重視するポイントを詳細に記載しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p59-61.）

技術協力プロジェクトとして重視されるポイント

今年度 4. 社会実装

・事業の期間中及び終了後に実施する、社会実装に向けた活動計画（内容、時
期と期間、予算、体制、手段、実現の目途等）が妥当か。国際頭脳循環の促進
が図られるか（社会実装に関係する政策・社会状況や市場性も含めて配慮され
ているか）。

5. 相手国側研究機関の準備状況

・本事業の実施に必要な相手国側研究機関の負担事項（インフラ整備、予算確
保、必要な機関の巻き込み）の担保状況あるいはその見通しが十分であるか。
導入資機材の維持管理体制・費用等の見通しが妥当か（維持管理の担い手、保
守体制、維持費の手当て等）。

・研究・調査の実施に影響する規制・許認可等にも配慮されているか。
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• 重視するポイントを詳細に記載しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p59-61.）

技術協力プロジェクトとして重視されるポイント

今年度 なお、以下要件のいずれかに該当するような場合について、ODA事業として不適
切と判断されます。

（ア）相手国での活動地域に治安上の問題、または外交上の懸念等があり実施
不可能なもの

（イ）ODA事業の側面を持つSATREPSを実施する上で重大な懸念事項があるもの
（ウ）途上国政府の開発政策に相反するもの、資機材の継続利用が見込めない

などODA事業として不適切なもの
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• 内容をより詳細に記載しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p71-72）

機材調達・機材供与について

今年度 SATREPSにおいては高度な実験機材や特殊仕様の機材が多く、現地調達が困難

な場合が少なくありません。その場合、日本国内で機材を調達し、相手国に輸送
することになります。この本邦調達を実施する際には、機材の輸出にあたり、安
全保障貿易管理に係る手続きを確実に実施し、該当するものは輸出前にはJICA

からの承認を得る必要があります。さらに、機材仕様の確定と入札の実施など、
機材の現地の納品までに相当の時間や調整を要することから、現地への到着遅
延の防止や免税措置、相手国側の引渡時期による損害保険の付与等、相手国
側含めて調整する必要があります。 加えて、プロジェクト終了後に相手国側研究

機関が引続き供与機材を活用できるよう、相手国側研究機関における機材取扱
い、カウンターパートの配置と技術水準、機材維持管理に係るコスト負担、スペ
アパーツ等の調達可能性（現地代理店の所在等）等の点も含め、研究代表機関
は、適切な供与機材内容の設定と調達方法を対外的に説明できる手続きを行う
ことが求められています。
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• 内容をより詳細に記載しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p71-72）

機材調達・機材供与について

今年度 特に研究計画でドローンや通信機器等（※）の供与を計画されている場合は、金
額に関わらずすべて供与機材・持ち込み機材リスト（様式2）に記載して下さい。

また、法令等の規制によって、機材調達や現地への輸送が不可となった事例も
ありますので、供与機材を検討する際には「プロジェクト実施の手引き」7-1（1）
「機材調達における留意事項」を必ず参照ください。
なお、収集データ転送先等の機能付製品を選定している場合は、ODA供与の妥
当性等につき、外務省を通じたJICAの承認が必要となります。

(中略）

※暗号機能付き通信機器、衛星・無線通信機器、通信インフラ機器、高度通信
信号処理装置及びこれらに該当する完成品、モジュール、部品
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• 内容をより詳細に記載しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p71-72）

機材調達・機材供与について

今年度 ODA技術協力の機材供与の原則を背景に、安全保障貿易管理の方針に則し、

供与機材を購入から輸送、据付まで責任をもって実施する体制が研究代表機関
に整っているか等をJICAは事前に確認する必要があります。そのため、ドローン
や通信機器等（※）および200万円以上のすべての機材供与・持ち込み、3,000万

円以上の施設の建設・改修等を計画している提案については、提案時に、供与
機材・持ち込み機材リスト（様式2）および施設建設・改修計画の概要を必ず作
成・提出してください。安全保障貿易管理については、P90 5.1「安全保障貿易管
理について（海外への技術漏洩への対処）」を参照ください。
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• 採択後のジェンダー主流化に関する取り組みについて追記しました。

令和9年度の主な変更点（抜粋）

（公募要領p76）ODAに関する問合せ先

今年度 ＜JICAの協力事業におけるジェンダー主流化について＞

JICA事業では、案件形成時にジェンダー課題や女性のニーズを調査・分析し、そ
の結果を事業内容に反映する「ジェンダー主流化」を推進しています。
SATREPSにおいても、JICAから研究代表者へ事前にご相談差し上げたのち、採択
後の詳細計画策定調査の際に、研究代表者の協力を得て、JICAが以下の事項
について実施します。

・事業に関連するジェンダー課題や女性のニーズを調査・分析すること。
・分析結果を踏まえた具体的な取組を検討し、先方政府・実施機関と合意した内
容を合意文書に記載すること。

・上記取組の実施状況や成果を確認するための指標を設定し、先方政府・実施
機関と合意すること。

上記で合意された内容の実施については、SATREPSの事業の一部として研究代
表者に実施を担っていただきます。
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令和9年度の主な変更点（抜粋）

44

その他（1/2）
• 公募要領 第５章には、応募に際しての注意事項を記載しております。

以下の点を変更しました。

（公募要領 p.80-110 ）

5.1 生成 AI の利用について 
・AI 利用にあたるリスク対応について追記しました。(p.80)

5.4 研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリテ ィ及び研
究セキュリティの確保
・「研究セキュリティの確保に関する取組のための手順書」について追記しました。(p.85)

5.8 府省共通経費取扱区分表について
・バイアウト制の導入および PI 人件費の支出に係る文書を追記しました。(p90-91)

5.12 研究設備・機器の共用促進について
・研究設備・機器の戦略的整備・共用促進について追記しました。(p.92-93)

5.15 男女共同参画及び人材育成に関する取組の促進について
・科学技術を担う人材の裾野の拡大に向けた取組ついて記載しました。(p.95-96)



令和9年度の主な変更点（抜粋）
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その他（2/2）

5.18 URA 等のマネジメント人材の確保について
・「研究開発マネジメント人材の人事制度等に関するガイドライン」を踏まえ、URA 等の 安定的
な確保・育成に関する記載を追記しました。(p.96-97)

5.19「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」等に基づく産学官共創システム
の構築について 
  ・産学官連携マネジメント改革及び知財ガバナンスの推進に関する記載を追記しました。

 (p. 97-98) 

5.24 ライフサイエンス分野のデータ公開について 
・ライフサイエンス分野におけるデータ共有・利活用促進に関する記載を追記しました。
(p. 107) 

5.29 技術職員の活躍促進について 
  ・技術職員の組織的・戦略的な確保・育成及び活躍促進に関する記載を追記しました。

 (p. 109- 110)

• 公募要領 第５章には、応募に際しての注意事項を記載しております。

  以下の点を変更しました。

（公募要領 p.80-110 ）



令和9年度の主な変更点（抜粋）
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対象となる国について

• ギニアビサウ共和国、セーシェル共和国が対象から外れました。

（公募要領 p.138 ）

提案書様式について

• 様式全体

記載ガイドを青字に変更し、作成後は削除いただくよう追記しました。



令和9年度の主な変更点（抜粋）

提案書様式について
• 様式2 研究課題構想

＜実施体制概念図＞

47

（公募要領 p.142）



令和9年度の主な変更点（抜粋）
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提案書様式について

• 様式2 研究課題構想

＜成果目標シート＞

・成果目標シートを廃止し、「最上位目標」「上位目標」「プロジェクト目標」「成果

の波及効果」を本文中に記載する形に変更しました。

（公募要領 p.144）

  

   

   

   

   

    

炭素管理 林火災検知予測炭素評価

 炭地からの炭素排出量が現状の    ～   となる
炭素管理手法の開発と中 ・地方政府・地域コミュニティへの提案。

 合的 炭管理

 炭地からの温室効果ガス排出量が   から   に削減され、日本のクレジットと
してカウントされる。

   国の 林における火災と炭素管理研究課題名

       大学   研究科  教  研究代表者名
（所属機関）

  採択（令和 年 月1日～令和 年3月31日）研究期間

   共和国／   国家標準 、   大学、
航空  研究所、生物科学 、 林開発研究所

相手国名／主
要相手国研究
機関

目標 1   域生態系の保 、回復、持続可能な利用の推
進、持続可能な 林の経営、  化への対処、ならびに土
地の 化の 止・回復及び生物多様性の損 を 止する

目標 13 気候変動及びその影響を 減するための  対
策を講じる

目標 12 持続可能な生産消費形態を確保する

関連する    プロジェクト目標

最上位目標

・地球規模の気候変動枠組みへの活用

・日本企業による成果の事業化

日本政府、社
会、産業への
貢献

・熱 林の保全（生態系・生物多様性の保全）

・今後の後継機       へのフィードバック

科学技術の発
展

・衛星を利用した  検知システム

・炭素量評価用機器

・止水 の開発、 林修復方法

・ 炭分解微生物、強 性環境下で生育可能な植物
等のサンプル

知財の獲得、
国際標準化の
推進、  資
源へのアクセ
ス等

・国際的に活躍可能な日本側の若手研究者の育成
（国際会議への指導力、レビュー付  への 文 載
など）

世界で活躍で
きる日本人人
材の育成

・  に関するネットワークの構築

・  維持管理体制の確立

技術及び人的
ネットワークの
構築

・衛星を利用した  検知システム

・熱  炭地における炭素収支 炭素動態の解明

・水 動メカニズムの解明

成果物（提 
書、 文、プ
ログラム、マ
ニュアル、
データなど）

成果の波及効果

炭素量評価モデ
ルの開発（ 差
2  以内）

標準化に向けた
 合的   システ
ムの開発（ 差
2  以内）

上位目標

相手国内の政策に採用されるとともに 国際的なルール作り
や 国間カーボンオフセットメカニズムに活用される。

 炭の消 量・バ
イオマス変化評価
法の開発（広域評

価）

フラックスタワーを
利用した 炭地
における炭素量
評価の確立

火災検知・延 予
測・ 達・消火シ
ステムの開発

 1  2以上の火災
発生時は1 時間
以内に火災発生
情報入手可。

 時間以内に延 
予報の入手可。

検知率と正解
率が   以上。

延 予測 差（面
積 算）   以

内）

熱  炭地の火
災・分解を予防す
る水管理・植生回
復手法の開発
（1   2の対象地
における最適な水
位モデルの提案。
水位モデルに基
づく植生計画の提
案。水 状態を把
握したインフラ計
画を含む消火戦
略の提案。）

広域水 動モデ
ルの開発と  炭
火災発生メカニズ

ムの解明 
 炭 地におけ
る 林回復のプロ
セスおよび  Cの
生成・ 動・ 性

の解明

植生・水文・気象・
生態の調査

リモートセンシング
を活用した 炭地
の含水率変動評
価技術の開発（ 
差：2  以内）

熱  炭地での
   （測定・報 ・
検 ）の要素技術
の開発（ 差2  

以内）
 合的 炭地管
理モデルの設計
（データセットの利

用）

成果目標シート（作成例）

「2．研究の成果目標と波及効果
（1）成果目標」に記載

「2．研究の成果目標と波及効果 （2）
成果の波及効果」に箇条書き

※採択後、改めて成果目標シートを
作成いただきます



令和9年度の主な変更点（抜粋）

49

提案書様式について

• 様式2 研究課題構想

＜6．研究計画とその進め方＞

・進捗表をガントチャートに変更しました。

（公募要領 p.146）

今年度

前年度



令和9年度の主な変更点（抜粋）
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提案書様式について

• 様式2 研究課題構想

＜6．研究計画とその進め方＞

・相手国へ供与予定の機材・持込み機材リストを新設しました。

（公募要領 p.146）

※ドローンや通信機器等および200万円以上のすべての供与機材、
3,000万円以上のプラント等施設の建設・改修をご記載ください。



令和9年度の主な変更点（抜粋）

提案書様式について

• 様式2 研究課題構想

下記のとおり修正しました。

＜6．研究計画とその進め方＞

・「（7）過去の提案から改善した点」を修正しました。

51

（公募要領 p.149）

今年度 ・過去に類似の提案を行っている場合、過去の提案からの変
更点について記載ください。なお、本欄の記載は提案内容の
理解の参考とするものであり、変更の有無自体を評価するた
めのものではありません。

前年度 ・過去に類似の提案を行っている場合、今回の提案で改善

した点について記載ください。



令和9年度の主な変更点（抜粋）

提案書様式について

• 様式3 日本側研究実施体制

下記のとおり修正しました。

＜1．日本側研究チームの研究参加者リスト＞

・委託研究契約を締結するグループごとに区分して記載する形式に変更しました。

・注釈を下記のとおり修正しました。

52

（公募要領 p.151）

今年度 日本側研究チーム全体の若手（35歳以下）人数： 名 割合
（人数比）：  

※主たる共同研究者の数に応じ、表を追加してください。
*1 JSTとの委託研究契約を予定している主たる共同研究者は、
委託研究契約までに研究者番号を取得してください。
（中略）
*3 （略）なお、研究員A等はあくまで想定であるため、若手（35

歳以下）人数および割合（人数比）には含めないでください。



令和9年度の主な変更点（抜粋）

提案書様式について

• 様式3 日本側研究実施体制

下記のとおり修正しました。

＜1．日本側研究代表者＞

・研究者番号、所属機関コード、住所、FAX番号を削除しました。

• 様式6 研究費計画

下記のとおり修正しました。

＜2．研究機関別のJST委託研究費計画＞

・各契約グループの年度別予算のみを記載する形式に変更しました。

＜3．相手国研究機関が措置する研究費計画（見込み）＞

・相手国通貨のレート記載欄を追加しました。

53

（公募要領 p.153-154）

（公募要領 p.161）

（公募要領 p.161-162）



令和9年度の主な変更点（抜粋）

提案書様式について

• 様式7 機関長からの承諾書

下記のとおり修正しました。

・決裁番号を記載いただくよう変更しました。

・研究期間中に研究代表者が定年退職等もしくは任期満了を迎える場合の注意事項を

追記しました。

54

（公募要領 p.163）

今年度 （はい）とお答えになる場合、組織内で引き続き所属を有し研
究実施体制を確保するための方策を明記してください。研究
代表者の交代は不可です。もし競争的研究費の直接経費から
研究代表者（PI）の人件費の支出について可能性があれば、PI

人件費実施方針を確認してください。



令和9年度の主な変更点（抜粋）

提案書様式について

• 様式9 提案に当たっての調整状況の確認

下記のとおり修正しました。

＜JICA等との情報交 及び確認＞

・「プロジェクト実施の手引き」を確認し、経理・契約等事務方を含めてその内容を理解し

た上で応募しているか確認するため、設問11に追記しました。

＜機材供与・技術提供＞

・再委託について設問20～21を修正・追加しました。

＜不採択となった場合における課題形成調査の実施意向＞

・課題形成調査（FS）実施のため、設問33を追加しました。

※その他の変更点については、公募ウェブサイトに 載している「令和9年度公募要領
の主な変更点」の資料をご確認ください。  

55

（公募要領 p.166）

（公募要領 p.167）

（公募要領 p.170）

https://www.jst.go.jp/global/koubo/index.html

https://www.jst.go.jp/global/koubo/index.html


目次

■JSTへの応募方法について
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応募方法について
• e-Radを利用した応募方法については、本プログラム応募者用にマニュアル

を用意していますので、公募のWEBサイトよりご参照ください。

https://www.jst.go.jp/global/koubo/index.html

• 全領域を通じて、本公募で研究代表者として提案できる研究課題は「１件」

のみです。

• 分野ごとに、e-Radでの応募情報の入力先が異なります。審査にも関わりま

すので、応募先の分野を間違えないようにしてください。

①令和9年度 環境・エネルギー研究分野「地球規模の環境課題の解決に資する研究」・「カーボンニュートラル

の実現に向けた資源・エネルギーの持続可能な利用に資する研究」領域（SATREPS）

②令和9年度 生物資源研究分野「生物資源の持続可能な生産と利用に資する研究」領域（SATREPS）

③令和9年度 防災研究分野「持続可能な社会を支える防災・減災に資する研究」領域（ SATREPS）

57
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応募方法について
e-Radの応募画面にて、

リスト規制対象貨物の輸出又は技術の提供の予定の有無を選択してください。

研究代表者（研究代表機関）だけでなく、主たる共同研究者（共同研究機関）を

含むすべての輸出・技術提供予定の有無を確認し、輸出・技術提供予定ありの

研究者（研究機関）があれば、提供予定「あり」を選択してください。
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目次

■その他（問合せ先等）
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SATREPSのWEBサイト

事業のWEBサイト

https://www.jst.go.jp/global/index.html

公募のページ

https://www.jst.go.jp/global/koubo/index.html

公募要領、提案書様式、e-Radマニュアル、成果目標シートなどの本公募関
連資料がダウンロードできます。
今後の公募に関するお知らせの情報や面接選考の日程等も順次こちらに 

載します。

SNS

Facebook: https://www.facebook.com/Friends.of.SATREPS/
X: https://twitter.com/satreps
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お問い合せ窓口

【日本側の研究提案に関する問合せ先】

（環境・エネルギー分野、生物資源分野、防災分野）

科学技術振興機構(JST) 国際部 SATREPSグループ

E-mail: global@jst.go.jp

【ODAに関する問い合わせ先】

国際協力機構(JICA) ガバナンス・平和構築部 STI・DX室

E-mail: gpgsd@jica.go.jp

【研究倫理教育に関するプログラムについての問合せ先】

  科学技術振興機構（JST） 法務コンプライアンス部 研究公正課

 E-mail: rcr-kousyu@jst.go.jp

【e-Radの操作方法に関する問合せ先】

  e-Radヘルプデスク

  TEL: 0570-057-060 （9:00～1 :   ※土曜日、日曜日、祝日、年末年始を除く）

※プログラムに関する問合せ及び応募書類の作成・提出に関する手続き等に

関する問合せは、JST SATREPSグループにて受け付けます。
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ご注意

この公募は令和９年度予算に基づいて推進される課題を募るもの

ですが、本プログラムはODAとの連携事業であり、相手国機関と

の調整にも時間を要することから、課題採択後のすみやかな研究

開始を可能とするために、予算成立に先だって募集を実施してお

ります。

予算成立の状況に応じて、研究領域の内容、委託研究費等の変

更が生じる場合や、追加資料の提出等をお願いする場合がありま

すので、あらかじめご了承ください。
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皆様のご応募をお待ちしております。
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■参考
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研究チームの要件

研究代表者は、国内の研究機関※に所属し、当該国際共同研究の
研究代表者としての責務を果たし、全期間において国際共同研究
に従事すること。
※ 「国内の研究機関」とは、日本国内の法人格を有する大学、国公私立高等専門学校、

独立行政法人、国公立試験研究機関、公益法人、企業等、及び法人化していない国立
研究機関を指します。法人の場合、どの法人格であるかは問いませんが、選考の際に
研究実施能力が問われます。

相手国研究機関※は公共性のある活動を行っている大学・研究機
関であること。（ただし軍事関係を除く）

※ 日本国でも相手国でもない第三国の機関とは共同研究できません。
※ 第三国の機関にのみ所属する研究者は共同研究の参加者にはなれません。

＜留意事項＞
• 研究代表者自身が提案書を作成してください。

• 応募者（研究代表者）は、研究倫理のプログラムを未受講の場合、応募時まで
にeAPRIN e-ラーニングダイジェスト版を受講する必要があります。
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既存課題の応募について

実施中プロジェクトの研究代表者であっても、新規提案の主たる
共同研究者になることは可能です※。

ただし、エフォートを適切に確保できるかや研究資金の過度の集
中は選考時に考慮される可能性があります。

なお、既存課題の進捗に関わる場合もありますので、既存課題の
管理の観点から、JST課題担当や研究主幹に事前にご相談いた
だけますと幸いです。

※既存課題の主たる共同研究者が、新規提案の研究代表者になる場合も同様

66

実施中プロジェクトの研究代表者は、原則として応募できません。
既存課題の JST 研究期間または JICA研究期間と、新規提案におけ
る暫定期間が重複しない場合に限り提案を受け付けます。



留意事項(1/4)
■地域バランスおよび対象国について

・外交政策及び科学技術政策の観点から、共同研究相手国の適切な地域バランス（採択課

題が同一の国や地域に過度に集中しないこと等）及び研究課題のバランス（特定の研究

に過度に集中しないこと等）を考慮します。

・これまで採択課題のない国や採択課題の少ない国を共同研究の相手国とする提案を歓

迎します。

・アフリカ地域や後発開発途上国 、太平洋島嶼国を対象とした提案を歓迎します。なお、こ

れらの国々においては、人材育成、現地調査の実施と分析、そして適正技術や問題即応

技術の開発と適用が重要であり、それらの観点を含む取組を期待します。後発開発途上

国では研究活動の持続性を確保するため、JICA等の技術協力や研究提案者による

SATREPS事業終了後の活動計画など、中長期的な支援が必要な場合が多くあります。そ

こで、後発開発途上国を対象とした提案では、その提案時において中長期的支援の計画

が存在することが望まれます。

※ これらは主な留意事項です。 

詳しくは、公募要領 2.10.2 留意事項をご覧ください。
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留意事項(2/4)
■地域バランスおよび対象国について（つづき）

・複数国と国際共同研究を実施する研究提案において、受付締切までに全ての相手国政

府より技術協力プロジェクトの要請が提出されていない場合は、選考要件未達と判断さ

れ、選考対象から外れます。また、研究開始に当たっては、全ての関係国との間でR/D

への署名を得る必要があります。なお、相手国が複数国になっても、JST及びJICAから

支援される1課題あたりの経費の上限は一定です。

・相手国内の活動地域における治安状況、情勢等の影響によっては、同国への渡航及び

同国での研究実施が制限される可能性があるため、選考で考慮することがあります。

・選考の過程でSATREPS案件に関する国際約束の締結の見通しが立たない場合、選考

で考慮されることがあります。
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※ これらは主な留意事項です。 

詳しくは、公募要領 2.10.2 留意事項をご覧ください。



留意事項(3/4)

■研究実施体制について

・科学技術イノベーションを効率的に進めるためにも産学官のパートナーシップの拡大が重

要です。これらの観点から、研究開発や社会実装の担い手となる企業等と連携した提案を

歓迎します。

・若手研究人材育成やプロジェクト実施後における協力の継続性の重要性に鑑み、「研究代

表者が45歳未満」または「日本側研究チームの半数以上が35歳以下」の若手研究者を中

心とした体制で構成される課題の積極的な提案を奨励します。

・ダイバーシティ推進の一環として、女性研究者からの提案を歓迎します。また、女性研究者

の研究チームへの積極的な参画を期待します。

・相手国の政策やニーズを踏まえ、相手国の行政機関等の組織も含めた提案が期待されま

す。
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※ これらは主な留意事項です。

詳しくは、公募要領 2.10.2 留意事項をご覧ください。



留意事項(4/4)
■研究計画について

・地域ごとの特性を生かした研究の戦略として、過去に日本のODA等で整備された当該地域

の優れた研究拠点（研究機関、大学等）の活用が期待されます。

・相手国側との十分な交流実績に基づいた提案が期待されます。

■過去に採択されている課題と類似の研究提案について

・「研究の目的、対象、アプローチ、実施地域等から判断して、研究内容に顕著な差異が認め

られるか」、又は、「既存類似課題と競争的に研究を推進することにより、地球規模課題の解

決に資するより大きな成果が期待できるか」、といった観点からも選考を行います。特に、先

行課題に対して研究対象や実施地域を発展させた提案に対しては、課題解決への新たな貢

献の大きさについて慎重に検討します。
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※ これらは主な留意事項です。

詳しくは、公募要領 2.10.2 留意事項をご覧ください。



応募方法について

研究提案は、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）で行います。

ポータルサイト https://www.e-rad.go.jp/

e-Radの利用には
研究者と所属研究機関
による登録が必要です。
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応募方法について（過去に頂いた質問）

Q：以下のエラーについて、共同研究者の誓約状況のチェックが間に合わない。
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A:共同研究者自身のe-Rad画面からチェックすることができますが、

e-Radでの共同研究者の情報入力は任意としておりますので、

「研究経費・研究組織」タブで入力いただいた共同研究者の情報を削除し、

応募を進めていただいて問題ございません。

共同研究者の情報は、提案書様式３での記載を確認いたします。



応募方法について（過去に頂いた質問）
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A: JSTのSATREPSではe-Radでの機関承認や共同研究者承諾の手続きは不
要です。研究代表者がe-Radを通して提出した時点で、応募は完了となります。

Q：機関の承認や共同研究者の承諾は必要か？

Q：公募名は出てくるが、応募するボタンが表示されない。

A: 事務担当者IDでログインしていることが原因の可能性があります。

研究者のIDから応募をお願いいたします。

Q：過去の終了したプロジェクトが実施中のプロジェクトとして残ってしまっている。

不採択となったものが、応募中の研究費として残ってしまっている。

A: そのまま応募いただいて問題ございません。

実施中・申請中の情報は、提案書様式４での記載を確認いたします。
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